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第 71 回定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項 

 

 

計算書類の個別注記表 

（2020 年４月１日から 2021 年３月 31 日まで） 
 

 

 

 
 

 
 
 

 



- ２ - 

個 別 注 記 表 

１．記載金額につきましては、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

  ただし、１株当たり情報については表示単位未満を四捨五入して表示しております。 

２．重要な会計方針 

(１)有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの        期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの        移動平均法による原価法 

(２)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品及び製品、仕掛品      先入先出法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定) 

原材料及び貯蔵品        移動平均法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定) 

(３)固定資産の減価償却の方法  

有形固定資産(リース資産を除く)  定率法。ただし、１９９８年４月１日以後取得した建物(建物附属設備を除

く)及び２０１６年４月１日以後取得した建物附属設備並びに構築物につい

ては定額法。なお、電気・電子部品生産設備の一部については当社所定の

耐用年数(３年)によっております。 

また、２００７年３月３１日以前に取得したものについては、償却可能限度

額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっておりま

す。 

無形固定資産(リース資産を除く)  定額法 

自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間(５年)に基づいており

ます。 

リース資産           所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によって

おります。 

 (４)引当金の計上基準 

貸倒引当金           売上債権・貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金           従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上

しております。 

退職給付引当金         従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。 

                退職給付見込額の期間帰属方法 

                退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

                数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

                過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（４年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理しております。                 

役員退職慰労引当金       役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額

を計上しております。 

(５)外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

(６)消費税等の会計処理方法            消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

３．表示方法の変更に関する注記 

 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 2020 年３月 31 日）を当事業年度から適用し、個別注記

表に「会計上の見積りに関する注記」を記載しております。 

 

４. 会計上の見積りに関する注記 

棚卸資産の評価   

・当事業年度計上額  商品及び製品    57,380 千円 

               仕掛品    643,925 千円 

            原材料及び貯蔵品  593,154 千円 
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・重要な会計上の見積りに関するその他の情報 

棚卸資産の評価については、収益性が低下している場合は簿価の切り下げを行っており、収益性低下の有無の検討にあた

っては、市場動向や製品の品質等を勘案し、定期的に一定の基準に沿って判断しております。市場動向の見通しが変動した

場合に、翌事業年度において認識する金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

５．貸借対照表に関する注記 

(１)担保に供している資産 

有 形 固 定 資 産 ８１１，２４４千円 

投 資 有 価 証 券 １０８，３６４千円 

合計 ９１９，６０８千円 

上記に対応する債務  

１年内返済予定の長期借入金 ３０５，０００千円 

長 期 借 入 金 ５６０，０００千円 

合計 ８６５，０００千円 

(２)有形固定資産の減価償却累計額 

５，７９４，９０２千円 

 

(３)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

金 銭 債 権 の 金 額 ８，０５１千円 

金 銭 債 務 の 金 額 ３５，４４１千円 

 

６．損益計算書に関する注記 

(１)関係会社との取引高 

売 上 高 ２０，０１４千円 

仕 入 高 ６０，９４４千円 

営 業 取 引 以 外 の 取 引 ３，４８８千円 

 

７．株主資本等変動計算書に関する注記 

(１)発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

 

普通株式 

株 

2,338,001 

株 

－ 

株 

－ 

株 

2,338,001 

 

(２)自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

 

普通株式 

株 

19,401 

株 

97 

株 

－ 

株 

19,498 

（注)増加は単元未満株式の買取によるものであります。 

 

 (３)配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

８．金融商品に関する注記 

(１)金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理手続きに沿ってリスク低減を図っております。また、外

貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、必要に応じて為替予約等を利用してヘッジしており

ます。 

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのすべてが１年以内の支払期日であります。また、外貨建ての営業債務

は為替の変動リスクに晒されておりますが、必要に応じて為替予約等を利用してヘッジしております。 

借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、金利の変動リスクに晒されておりますが、必要に応じて金利ス

ワップ取引等を利用することにより、支払利息を固定化しヘッジしております。なお、デリバティブは内部管理規程

により、実需の範囲で行うこととしております。 

 

(２)金融商品の時価等に関する事項 

2021 年３月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

 

 



- ４ - 

                               (単位：千円) 

  貸借対照表計上額(＊) 時価(＊) 差額 

(1) 現金及び預金 ５９９，８０４  ５９９，８０４  － 

(2) 受取手形 １１０，２０９  １１０，２０９  － 

(3) 電子記録債権 １８３，４２３  １８３，４２３  － 

(4) 売掛金 １，０３６，１９７  １，０３６，１９７  － 

(5) 投資有価証券    

 その他有価証券 ６０２，６５０  ６０２，６５０  － 

(6) 支払手形 （３，９２３） （３，９２３） － 

(7) 買掛金 （１５４，１８９） （１５４，１８９） － 

(8) 電子記録債務 （２０３，４６０） （２０３，４６０） － 

(9) 短期借入金 （１，１１０，０００） （１，１１０，０００） － 

(10) 長期借入金 （８６５，０００） （８６０，０１１） △４，９８８ 

 (＊)負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(１)現金及び預金、(２)受取手形、(３)電子記録債権、(４)売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(５)投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。 

(６)支払手形、(７)買掛金、(８)電子記録債務、（９）短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(10)長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。 

なお、１年内返済予定の長期借入金については、その性質及び時価の算定方法が長期借入金と同様で

あるため、長期借入金に含めて注記しております。 

(注２)非上場株式(貸借対照表計上額２，６６８千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積る

ことなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(５)投資有価証券 その他有価

証券」には含めておりません。 

 

９．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳    

                                                 (単位：千円) 

繰 延 税 金 資 産 繰 延 税 金 負 債 

税 務 上 の 欠 損 金 ４００，１８０ その他有価証券評価差額金 △１１４，７５６ 

退 職 給 付 引 当 金 ８１，８１７ そ の 他 △８３２ 

た な 卸 資 産 評 価 損 ４０，８１３   

減 損 損 失 ３９，０９３   

賞 与 引 当 金 ２２，８７８   

役員退職慰労引当金 １９，３２４   

そ の 他 ２７，８５３   
繰 延 税 金 資 産 小 計 ６３１，９６０   

評 価 性 引 当 額 △６３１，１２８   

繰 延 税 金 資 産 合 計 ８３２ 繰 延 税 金 負 債 合 計 △１１５，５８９ 

 繰延税金負債の純額 △１１４，７５６ 

 

10．１株当たり情報に関する注記 

(１)１株当たり純資産額       ９９１円６０銭 

(２)１株当たり当期純利益       ６４円４６銭 

 
11．重要な後発事象に関する注記 
    該当事項はありません。 


